
立憲民主党の暮らしを守る物価高対策

『生活どまんなか給付金』
早く、確実に、必要な人に、厚く。

政府案：遅く・狭く・薄く 立憲案：早く・必要な人に・厚く

遅く 食料品減税は来年4月、就業者向けの
支援金（簡易版）は来年9月頃から 早く

第一弾は今年度中（来年3月まで）に
支給開始。第二弾は来年6〜7月から前
払い給付を開始（政府より3ヶ月早い）

狭く
飲食料品減税は消費の多い高所得の人
ほど恩恵が大きくなり、支援金は年金生
活者や働けない人は対象外

必要な
人に

低所得の人、年金生活高齢者、働きた
くても働けない人、障害ある方から、勤労
者世帯、子ども、そして中間層にも届く

薄く
減税の効果は1人当たり平均で年3.5〜
4万円ほど。その上、多大な費用と労力を
かけて、2年後には税率が戻る

厚く
1人最大で年5万円。低所得世帯に厚く
年収に応じてなだらかに減額しつつ、扶
養家族分も支給して子育て世帯も応援

第一弾
今年度中に支給

住民税非課税世帯への給付

1世帯5万円＋子ども1人2万円
（約1,700万世帯へ）。

第二弾
2027年から2年間

中・低所得世帯への
所得に応じた給付

1人最大年5万円。年収に応じて
減額し、600万円まで支給。 扶
養する家族の分も扶養者に給付。
（約8割の方々が支給対象に）

第三弾
2029年4月から

本格的な
給付付き税額控除

所得控除から税額控除への転換。
低所得・無所得の世帯にも恩恵が
届く恒久制度へ。
消費税の逆進性に制度で対策し、
物価高騰で厳しい家計を支える。

第一弾・第二弾は、第三弾までの「つなぎ策」 私たちがめざすゴール

ひとり暮らし高齢者
年金収入150万円

5万円

単身の勤労者
年収150〜300万円

5万円

ひとり親と子ども2人
年収200万円

15万円

しかも財源は政府案より少ない！ 第一弾から第二弾（2年間）までの3年度の合計で約9.2兆

円（政府案は2年間で約10〜11兆円）。予備費や基金の活用、租税特別措置の見直し等で財源を調達し
て、社会保障を支える消費税は減税しません！

※金額・世帯数は入手可能な統計データに基づく概算です。

○政府案と、ここが違います！

○三段階で本格的な「給付付き税額控除」へ！

共働夫婦と子ども2人
年収300+300万円

20万円

○たとえば第二弾での給付額は（年額）


